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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、５つの価値観からなる「Ｚ・Ｅ・Ｒ・Ｉ・Ａ　Five　コーポレート・スピリッツ」（企業理念）のもと、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営
課題の１つと捉え、常勤役員会・経営会議等の機関設計、独立社外取締役・独立社外監査役の選任、業務の適正確保に向けた基本方針の策
定、「ゼリアグループ・コンプライアンス・スタンダード」の制定などを通じて、その整備に継続的に取り組んでおります。

　当社のコーポレートガバナンスの充実に向けた基本方針は、以下のとおりです。

（１）株主の権利・平等性の確保

　　当社は、株主の権利の確保に向けた施策の充実を図り、株主がその権利を適切に行使することができるよう環境整備を行ってまいります。

（２）株主以外のステークホルダーとの適切な協働

　　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のためには、株主をはじめとする全てのステークホルダーとの協働が必要不可欠である

　　と認識しており、提供する製品と企業活動の全てにおいてベスト・クオリティを追求し、ステークホルダーの期待と信頼に応える経営を継続し

　　てまいります。

　

（３）適切な情報開示と透明性の確保

　　当社は、財務・非財務両面に亘る企業情報の適時適切な開示を行うとともに、情報開示にあたっては、株主・投資家にとって有益な情報とな

　　るよう、正確かつ平易な記述に努めます。

（４）取締役会等の責務

　　取締役会は、当社グループの持続的な成長と企業価値向上を図るため、積極的な事業展開を支える環境整備に努めるとともに、実効性の

　　高い監督機能の発揮に向けた体制の整備に取り組みます。

（５）株主との対話

　　当社は、株主・投資家との対話の場として、株主総会以外にも定期的に説明会を開催する他、必要に応じて個別面談を行うなど、当社の経

　　営方針について株主・投資家の理解を得るよう努めておりますが、今後とも対話の充実に取り組んでまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１-２-４】

当社は現在、外国人株主比率が相対的に低いため、議決権の電子行使や招集通知の英訳を実施しておりません。

今後とも外国人株主比率をフォローの上、適宜検討を進めてまいります。

【補充原則４-10-１】

当社は、独立社外取締役を２名選任しており、月度の取締役会において指名・報酬などの重要案件の審議にあたり、独立社外取締役が企業経営
における豊富な経験等をもとに、常勤取締役とは異なる独自の視点から審議に積極的に参加することにより、取締役会の機能の独立性・客観性と
説明責任の強化を図っています。このことから、任意の諮問委員会は必要ではなく、現行の仕組みで適切に機能していると考えております。

【補充原則４-11-３】

当社は、独立社外取締役および監査役が出席する取締役会を原則月１回開催しており、各取締役の活動状況の報告等を受け、適宜活発な審議
が行われており、その実効性は確保されているものと考えております。ただし、定期的な取締役会全体の実効性の分析・評価については実施した
実績はなく、引き続きその実施の意義と具体的な実施方法について検討を進めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１-４　政策保有株式】

上場株式を保有するにあたっては、当該上場企業との取引関係、今後の取引深耕および事業提携等の可能性、さらには当該上場企業の株主還
元への姿勢等を考慮の上、中長期的な視点から当社グループの業績と企業価値の向上に資するかどうかを主たる判断基準としております。

また、個別の政策保有株式について、取締役会およびその委嘱を受けた常勤役員会にて、保有目的および株式保有の収益性等を精査し、保有
の適否を検証します。保有の意義が認められないものについては適宜縮減に向けた見直しを実施しており、2018年度は政策保有株式のうち２銘
柄を縮減いたしました。

議決権の行使にあたっては、当社の株式保有目的と議案の整合性を主要な判断基準として、当社株式保有の収益性も考慮し、当該上場企業と
の直接対話の結果を踏まえた上で、議決権を行使いたします。

【原則１-７　関連当事者間の取引】

役員およびその関係者との取引ならびに主要株主との取引については、取締役会付議事項とし、事前に取引の妥当性を十分検証した上で、決議
を得ることにしております。

なお、現状子会社との取引を除き、関連当事者間の取引はございません。



【原則２-６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社の退職年金制度は確定給付企業年金であり、将来にわたる確実な給付のために、資産構成および運用目標等に関する基本方針を定めてお
ります。その運用は、大手信託銀行・生命保険会社に委託しておりますが、運用機関との定期的な情報交換により、運用実績の評価・検証を行っ
ております。また、アセットオーナーとして適切な体制を維持できるよう、外部講習への参加等を通じて担当者の育成とレベルアップに努めておりま
す。

【原則３-１　情報開示の充実】

（ⅰ）当社の企業理念や経営戦略、経営計画については、決算説明会にて詳細を報告するとともに、当社ホームページ

　　　(URL:http://www.zeria.co.jp/)で開示しております。

（ⅱ）本報告書Ⅰ.「１.基本的な考え方」に記載しております。

（ⅲ）取締役の報酬体系等に関しては、株主総会において決定する報酬総額の範囲内で、世間水準および従業員給与とのバランスを考慮し、取

　　　締役会の決議により決定しております。なお、各取締役（社外取締役を除く） の報酬は、会社業績とともに、役位、委嘱職務範囲、担当部門

　　　の実績等を勘案の上、決定しております。

（ⅳ）取締役・監査役候補者の指名を行うにあたっては、当社の取締役・監査役として相応しい経験、見識、専門性を有する人物を候補者として、　

　　　取締役会にて独立社外取締役の意見を聴取の上、決定しております。なお、監査役については、監査役会の同意を得て指名しております。

　　　また、経営幹部の選任にあたっては、上記の経験・資質とともに、経営課題の進捗状況ならびに担当部門の実績等を考慮の上、取締役会に

　　　て決定しております。

（ⅴ）各取締役・監査役候補者の選任理由については、株主総会収集通知において、社外取締役・社外監査役については主要な経歴と選任理

　　　由、その他の取締役・監査役については主要な経歴の記載を通じて開示しております。

【補充原則４-１-１】

取締役会は原則月１回開催し、法令または定款で定められた事項のほか、取締役会規程に定められた経営に関わる重要案件の決定と業務執行
の監督を行っております。

また、取締役会で決定された方針に基づいた迅速な意思決定と業務執行を図るため、一定水準（重要度・金額等）以下の案件については、原則月
１回開催される常勤役員会に権限を委譲しております。さらには、代表取締役を補佐する協議機関として副社長以上の取締役を主な構成メンバー
とする経営会議を設け、適宜開催しております。この経営会議では、グループの経営に係る重要課題について、取締役会等における決定に先立
ち、構成メンバーと議案の担当部門および関連部門を所管する取締役との間で審議を尽くすことを主目的としております。

【原則４-９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

「独立性判断基準」については、本報告書Ⅱ．「１．【独立役員関係】」の「その他独立役員に関する事項」に記載しております。

また、取締役会における活発で建設的な議論に貢献できる人物を独立社外取締役の候補者として選定しております。

【補充原則４-11-１】

当社の取締役会は、定款で定める取締役２５名の範囲内で、当社の各事業分野に関する知識、経験、能力等のバランスに配慮しつつ、適切と判
断される人員で構成することを基本的な考え方としております。

取締役候補者の選定にあたっては、当社の企業理念、経営戦略をもとに、その経験、見識、専門性などを総合的に評価・判断して決定いたしま
す。また、社外取締役候補者の選定にあたっては、当社の「社外役員の独立性判断基準」の充足とともに、その高い専門性や企業経営における
豊富な知見を重視して決定いたします。

今後とも性別等にとらわれることなく、当社経営にとって欠かせない経験と資質を備えた人物を登用してまいります。

【補充原則４-11-２】

社外取締役および社外監査役をはじめ、取締役および監査役は、その役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を取締役および監
査役の業務に振り向け、兼職については合理的範囲に止めております。なお、その兼任の状況は、「株主総会招集ご通知」にて開示しておりま
す。

【補充原則４-14-２】

当社では、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のため、取締役および監査役の知識や能力の向上に努めております。

また、取締役、監査役に対しては、新しい考え方の習得や自己啓発を目的として、外部セミナーの受講、外部団体への加入およびそれを通じた人
的ネットワークの構築を推奨しており、これらにより生じる費用は、当社が負担しております。

【原則５-１　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、広報部をＩＲ担当部署とし、社内においては、経営企画統括部、経理部など関連部署と連携のうえ情報を共有し、経営トップが出席する決
算説明会を年２回開催するとともに、逐次、個別ミーティングやスモールミーティングを実施し、株主・投資家との対話の充実に取り組んでおりま
す。なお、株主・投資家との対話にあたっては、社内規程に基づきインサイダー情報の適切な管理に配慮しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

有限会社伊部 4,741,847 9.90

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2,107,050 4.40

森永乳業株式会社 1,940,215 4.05

伊部　幸顕 1,592,967 3.32

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,432,300 2.99

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 1,412,800 2.95

株式会社三井住友銀行 1,406,131 2.93



株式会社みずほ銀行 1,406,053 2.93

株式会社りそな銀行 1,182,385 2.47

ゼリア新薬工業従業員持株会 985,938 2.06

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

（１）株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループより2018年４月16日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり（報告義務発生日　2018年４
月９日）、株式会社三菱ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ国際投信株式会社３社の合計で3,560,647株（株券等保有割合6.7％）
を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として2019年３月31日時点における実質保有株式数の確認ができていない株式については、
上記大株主の状況には含めておりません。

（２）株式会社みずほ銀行より2016年10月21日付で大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日　2016年10月14日）、株式会社みずほ銀行な
らびにアセットマネジメントOne株式会社２社の合計で2,681,953株（株券等保有割合5.0％）を保有している旨の報告を受けておりますが、当社とし
て2019年３月31日時点における実質保有株式数の確認ができていない株式については、上記大株主の状況には含めておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 医薬品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特筆すべき事項はございません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 25 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

小森　哲夫 他の会社の出身者 △ △

野本　亀久雄 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小森　哲夫 ○
元株式会社ＵＦＪ銀行代表取締役副頭取

元三菱ＵＦＪリース株式会社取締役副社長

大手金融機関の経営者としての豊富な経験と
高い見識ならびに、財務・会計に関する知見を
もとに当社経営に助言をいただくことが有益と
判断したため、社外取締役に選任しておりま
す。

同氏は「社外役員の独立性判断基準」に掲げ
られている事由に該当がなく、一般株主と利益
相反が生じるおそれがないことから独立役員と
して指定しております。



野本　亀久雄 ○ ―――

医療ならびに医学界における豊富な経験と高
い見識、さらには高度な専門知識をもとに、研
究開発をはじめとして当社経営に助言を頂くこ
とが、有益と判断したため社外取締役に選任し
ております。同氏は「社外役員の独立性判断基
準」に掲げられている事由に該当がなく、一般
株主と利益相反が生じるおそれがないことから
独立役員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、会計監査人の計画に基づいて期中に実施される会計監査に随時立合い、その都度、会計監査人から報告を受けております。また、

期首・各四半期末・期末には監査役と会計監査人との間で会合を持ち、会計監査人から監査方針、監査実施状況等の報告を受けるとともに意見

交換を行っております。

　監査役と内部監査部門（監査室）は、期首に当たり監査テーマ、範囲、項目等監査計画全般について打合せを行い、問題点に対する共通認識

の保有、監査の質の向上を図っております。また監査役は、監査室から監査の実施後に「内部監査報告書」、「改善指示書」及び「改善状況報告

書」等の報告を受けております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

中　由規子 弁護士

紙透　大 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



中　由規子 ○ ―――

弁護士として培われた高度な専門知識と経験
をもとに助言をいただくことが当社経営ならび
に監査にとって有益と判断したため、社外監査
役に選任しております。

同氏は「社外役員の独立性判断基準」に掲げ
られている事由に該当がなく、一般株主と利益
相反が生じるおそれがないことから独立役員と
して指定しております。

紙透　大 ○ ―――

公認会計士として培われた財務・会計の高度
な専門知識と経験をもとに助言をいただくこと
が当社経営ならびに監査にとって有益と判断し
たため、社外監査役に選任しております。

同氏は「社外役員の独立性判断基準」に掲げ
られている事由に該当がなく、一般株主と利益
相反が生じるおそれがないことから独立役員と
して指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

社外役員の独立性判断基準

当社において、独立役員とは、以下のいずれにも該当しない社外取締役、社外監査役をいう。

１．当社および関係会社 (以下「当社グループ」) の業務執行者（注１）、または過去において業務執行者となった経歴のある者

２．当社の主要株主（注２）またはその業務執行者

３．次のいずれかに該当する者

（１）当社グループを主要な取引先（注３）とする法人等の業務執行者

（２）当社グループの主要な取引先（注３）である法人等の業務執行者

（３）当社グループが多額の借財（注４）をする金融機関等の業務執行者

（４）当社グループを主要な株主（注２）とする法人等の業務執行者

４．当社グループより役員報酬とは別に、多額（注５）の報酬等を得ている弁護士、会計士、税理士、コンサルタント等の専門家（当該専門家が法
人等の団体である場合には、当該団体に所属する者）

５．当社グループより多額（注５）の寄付等を受けている者（法人等の団体である場合には当該団体に所属する者）

６．当社グループの会計監査人である監査法人に所属する公認会計士

７．相互に業務執行者を社外役員に就任させる相互就任関係にある法人等の業務執行者

８．過去3年間において、上記２、３および７の「業務執行者」、４および５の「当該団体に所属する者」ならびに6の「公認会計士」に該当していた

　　者。

９．上記１～８（重要でない者を除く、注６）の近親者（二親等以内）に該当する者

(注）１．業務執行者とは、業務執行取締役およびそれに準じる者ならびに使用人をいう。

(注）２．主要株主とは、自己または他人の名義をもって総議決権の10%以上を保有する株主をいう。

(注）３．主要な取引先とは、年間の取引額が当社または相手方の年間連結売上高の2％以上を占める取引先をいう。

(注）４．多額の借財とは、連結総資産の2％以上の金額の借入をいう。

(注）５．多額の寄付・報酬等とは、過去3年間の平均で年間10百万円以上の寄付・報酬等をいう。

(注）６．重要な者とは、法人等にあっては役員および部長クラス、専門家にあっては弁護士、公認会計士、税理士等の専門資格を保有する者を

　　　　　いう。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

取締役の報酬には各取締役の個人業績によって報酬額が決定されるポ―ションを設けており、業績の伸長や中期経営計画に示された経営目
標、重点課題の達成への貢献が取締役の報酬に反映される仕組みとしております。



ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　当社は取締役、監査役各々の報酬総額を開示するとともに、社外役員の報酬総額を開示しております。

2018年４月～2019年３月の報酬額は以下の通りです。

　取締役の報酬総額（社外取締役を含む）　３１８百万円

　監査役の報酬総額（社外監査役を含む）　　４４百万円

　社外役員の報酬総額　　　　　　　　　　　　　　２１百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　役員の報酬等につきましては、株主総会において決定する報酬総額の限度内で、世間水準および従業員給与とのバランスを考慮し、取締役

の報酬は取締役会の決議により、監査役の報酬は監査役の協議により、決定することとしております。なお、取締役の報酬につきましては、会

社業績、各取締役の役位、委託職務内容、担当部門の実績等を勘案の上、決定する方針としております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役、社外監査役との日程調整、資料の送付等の業務は秘書室が窓口となって対応し、必要に応じて総務部がサポートする体制として

おります。監査役会は常勤監査役の中から議長および特定監査役を選任し、社外監査役へ監査役会招集通知、決算関係書類、その他重要事項
を随時連絡する体制としております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

□現在の体制の概要　　

(１)取締役会、常勤役員会および経営会議等

　　　取締役会は原則月１回開催し、社外取締役および社外監査役の出席の下、重要案件の決定と業務執行の監督を行っております。また、

　　経営の機動性を確保する目的から、常勤取締役・常勤監査役によって構成される常勤役員会を原則月１回開催し、取締役会で決定された

　　方針に基づいた経営課題に対する迅速な意思決定と業務遂行に努めております。

　　　さらに、代表取締役を補佐する協議機関として副社長以上の取締役を主たる構成メンバーとする経営会議を設け、適宜開催しております。

　　この経営会議では、グループの経営に係る重要課題について、取締役会等における決定に先立ち、構成メンバーと議案の担当部門および

　　関連部門を所管する取締役との間で審議を尽くすことを主目的としております。

　　　なお、各機関への付議要件につきましては、取締役会・常勤役員会・経営会議各規程ならびに職務権限規程においてこれを定め、厳格

　　な運用を実施しております。

　　　また、業務執行の一層の円滑化と経営課題への迅速な対応を図るため、常勤取締役は担当部門の業務執行状況について、週に一度

　　業務報告書を代表取締役に提出する体制としております。

（２)信頼性保証本部の設置

　　　生命や健康に直結する事業を展開する当社グループにおいては、業務の全分野に亘って高い倫理観に基づいた業務運営と内部統制の

　　充実が求められます。このような業務特性への対応と関連法令遵守のため、当社では従来よりコンプライアンス活動を強力に推進するとと

　　もに、製品の品質・安全性管理については研究開発、生産、営業等の各本部から独立した組織として信頼性保証本部を設立し、同本部が一

　　貫して所管する体制としております。

(３)内部監査、監査役監査ならびに監査役の機能強化に向けた取組状況について

　　　内部監査につきましては監査室が担当し、内部監査規程に基づき執行部門の業務遂行について業務監査を実施しております。また、監査

　　役監査につきましては、「監査役会規程」、「監査役監査基準」および「内部統制システムに係る監査の実施基準」を定め、執行部門から報告

　　を求める権限、内部監査部門・会計監査人との連携、会計監査人の選任・不再任・解任に係る権限等を明記し、実効性の確保を図っており

　　ます。

　　　さらに、取締役会規程において監査役の取締役会への出席と発言権、常勤役員会規程において常勤監査役の常勤役員会への出席と発

　　言権をそれぞれ定め、重要案件の審議に監査役の意見が反映される体制としております。また、独立性の高い社外監査役の選任、財務・

　　会計に関する知見を有する監査役の選任に留意し、監査体制の充実を図っております。

(４)会計監査について

　　　当社は、会社法に基づく会計監査人および金融商品取引法に基づく財務諸表監査、内部統制監査に有限責任あずさ監査法人を選任して

　　おります。同監査法人ならび監査法人の業務執行社員と当社との間には特別の利害関係はありません。２０１９年３月期の会計監査業務



　　を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については次の通りであります。

　　

　　業務を執行した公認会計士の氏名

　　　指定有限責任社員　業務執行社員　池田　敬二（継続監査年数２年）

　　　指定有限責任社員　業務執行社員　上野　直樹（継続監査年数３年）

　　　指定有限責任社員　業務執行社員　高﨑　　 博（継続監査年数１年）

　　監査業務に係る補助者の構成

　　　公認会計士８名　その他11名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は監査役設置会社の形態を採用しております。２００２年５月公布の「商法等の一部を改正する法律」によって「委員会等設置会社」の形態
が認められることとなりましたが、当社は制度・形式にかかわらず、高い見識と企業経営者としての豊富な経験、専門的知識を保有する独立性の
高い社外取締役・社外監査役の選任、前述の機関設計と関連諸規程の厳格な運用を通じてコーポレート・ガバナンスの充実は可能と考え、監査
役設置会社の形態を維持しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

定時株主総会開催日の３週間前の招集通知の発送につとめてまいります。

2019年は、６月４日に発送しました（株主総会開催日 2019年６月27日）。

なお、東京証券取引所および当社のウェブサイトには、2019年５月30日に

開示しております。

その他
株主総会において映像とナレーションを活用した事業報告を導入し、出席株主にとってわ
かり易い総会運営に努めております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算説明会を年２回（年度末と第２四半期終了時点）開催することにしており

ます。なお、同説明会では、決算内容の説明だけでなく、会社の現況や経営

方針の説明に重点を置いております。

あり

IR資料のホームページ掲載
掲載内容：決算短信、有価証券報告書、決算説明会の資料、株価情報、決算

公告、株主優待等。その他、人事・組織、新製品、研究開発等に係る情報も
ニュースリリースとして掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 担当部署：広報部

その他
証券アナリスト、機関投資家、報道機関に対しては決算説明会のみならず、

個別の訪問取材にも重点を置いて対応しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

２０００年１２月、埼玉、筑波両工場においてＩＳＯ－１４００１の認証を取得し、環境保全に係
る法令を厳格に遵守するとともに、省エネルギーにも積極的に取り組んでおります。また、
災害被災地や開発途上国に対する無償での医薬品提供や義援金拠出等についても前向
きに取組んでおります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社グループの企業理念である「Ｚ・Ｅ・Ｒ・Ｉ・Ａ　Ｆｉｖｅ　コーポレート・スピリッツ」の１項目

「Ｅｘｃｅｌ　ｉｎ　ｑｕａｌｉｔｙ　ａｔ　ｅｖｅｒｙ　ｌｅｖｅｌ（企業活動のすべてにベスト・クオリティの追求を）」
において、総合健康産業として社会倫理と行動規範を遵守し、企業活動すべてにおいて、
また提供する製品すべてにおいてベスト・クオリティを追求することを唱っております。

また、「Ｉｎｓｐｉｒｅ　ｃｏｎｆｉｄｅｎｃｅ　ｉｎ　ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ（信頼と期待に応える経営を）」におい
て、健全経営を軸として企業の社会的責任を果たし、持続的成長によりステークホルダー
の信頼と期待に応えていくことを唱っており、当社グループはステークホルダーの存在を十
分に認識した企業活動を基本理念としております。これをさらに具現化したものとして「ゼリ
アグループ・コンプライアンス・スタンダード」を制定しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

【基本的な考え方】

　当社は２００６年５月１９日開催の取締役会において会社法第３６２条および会社法施行規則第１００条に基づき、業務の適正を確保するため

の体制整備に向けた基本方針を決定いたしましたが、その内容は以下の通りであります(２００７年１月２６日開催の取締役会にて一部改定）。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(１)１）企業の社会的責任を果たし企業倫理の高揚とともに不祥事の発生を防止することを目的とし、ゼリアグループ（当社及び当社関係会社）

　　　　全体に適用されるコンプライアンスに係る規程を作成する。またコンプライアンス活動を継続的に実施するためにコンプライアンス担当取

　　　　締役を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス違反の事実(おそれのある事実を含む）が発生した場合の通報制

　　　　度を構築する。通報先としては社外を含む複数先を設置する。

　　２）コンプライアンス委員会は、法令遵守意識の向上を図るためコンプライアンス・スタンダードを作成し、また必要に応じて改訂し見直すとと

　　　　もに各部門に対する教育・研修を計画的に行うものとする。さらにコンプライアンス活動を実効性のあるものとするため、各部門のコンプラ

　　　　イアンス活動の状況を監査・監督し、法令・定款・社内規程等の違反事実のあるときは必要な措置をとり、さらに再発防止策を検討するも

　　　　のとする。

　　３）会社にとって重要な法令、業界基準等については社内規程を制定し、規程を所管する部門により厳格な運用及び管理を行う。また医薬

　　　　品企業として特に重要な薬機法その他関連法令の遵守のために、独立の組織において品質管理および安全管理体制を確保する。

（２)取締役会決議事項以外の事項について、全社にわたって影響を及ぼす可能性のある事項については、経営会議、常勤役員会等で審議

　　の上、決定するものとする。

（３)職務分掌規程、職務権限規程及びその他妥当な意思決定ルールを制定し、それらに準拠して取締役及び使用人の職務の執行が行われる

　　ようにする。

（４)取締役及び使用人の職務執行状況を把握・検討しその改善を図るため、内部監査部門を設けて定期的にあるいは必要に応じて随時内部

　　監査を実施する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１)取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程や機密情報管理規程等関連規程に基づいて適切に保存及び管理を行う。

（２)取締役の職務の執行に係る情報のうち決定事項については、取締役会規程や稟議規程等関連規程に基づいて書面化 (議事録、稟議書、

　　またはその他の書面。電磁的記録を含む）し、適切に保存及び管理を行うものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１)経常的な業務遂行上想定されるリスクについては、各部門の業務フローの中で管理可能な体制を構築し、経営に重大な影響を及ぼすおそ

　　れのあるリスクについては、各部門によるリスク評価に基づき経営会議、常勤役員会または取締役会での検討とリスク対応策の実施が迅速

　　に行われる体制を構築する。

　　

（２)地震・台風・水害・火災等の災害リスク、当社製品の品質・安全性に係るリスク、当社製品の医薬品事故に係るリスク等の管理については、

　　制定される規程に基づき設置された委員会において対処するか、あるいは当該リスクに係る業務を所管する部門において対処する。

（３)リスク管理の状況を把握・検討しその改善を図るため、内部監査部門を設けて定期的あるいは必要に応じて随時内部監査を実施する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(１)取締役会規程、常勤役員会規程、稟議規程等社内規程を整備し、それらに準拠して職務の執行を行うものとする。また業務手順を適宜見直

　　し点検することによりその改善を図り、職務の執行が効率的に行われることを確保する。

(２)全社及び各部門の目標を中期計画及び年度予算として策定し、それに基づき当社業務の運営及び業績の管理を行うものとする。

（３)業務執行の効率化・円滑化を図るため、使用人に対する教育・研修を実施するとともに客観的に各使用人の業績が評価できる体制を整える。

５．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１)子会社の業務は報告を受けることし、重要事項については関係会社管理規程等関連規程に基づき、取締役会または常勤役員会で承認す

　　るものとする。また子会社に役員を派遣すること及び子会社担当取締役・担当部門を設置することにより、子会社の業務が適正に行われる

　　ことを確保する。

（２)子会社との取引にあたっては、独立法人間の取引としての適正を確保するため、その内容を書面化（電磁的記録を含む）する等、取引内容

　　を明確化し透明性を図ることを徹底する。

（３)子会社の業務運営状況を把握・検討しその改善を図るため、内部監査部門が定期的にあるいは必要に応じて随時内部監査を実施する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　監査役が監査の実効性を高め、かつ、監査職務を円滑に遂行するため、その職務遂行を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締



　　役は監査役と協議の上、適切な員数の使用人を専任で置くものとする。

７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　監査役の職務を補助する使用人についての任命、評価、異動、懲戒は監査役会の同意を得る。

８．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

（１)取締役及び使用人が監査役に報告すべき事項で、法定の事項以外のものについては、取締役と監査役が協議の上、定めるものとする。

（２)コンプライアンス規程に基づき構築された内部通報制度において、コンプライアンスに違反する事実（おそれのある事実を含む）を通報され

　　た場合は監査役に報告する。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１)監査役は、取締役会をはじめとする重要な意思決定に係る会議に出席することができる。そのため取締役は重要な会議の議題及びその日

　　程等を監査役に報告する。

（２)代表取締役は、監査役と定期的な意見交換を行うことにより、監査が実効的に行われることを確保する。

　

【整備状況について】

１．コンプライアンス体制について

　　　生命や健康に関する事業を展開する立場から、２０００年９月の「ゼリアグループ行動規範」の制定、２００１年１１月の「コンプライアンス・ス

　　タンダード」の制定等を通じて、高い倫理観に基づいた企業活動に従来よりグループをあげて取り組んでまいりました。

　　　さらに、２００３年４月にコンプライアンス活動の一層の推進を図る目的から「ゼリアグループ・コンプライアンス規程」を制定いたしました。こ

　　のなかで、コンプライアンス活動の推進に責任を負う組織として担当取締役を委員長とするコンプライアンス委員会を設置するとともに、社長

　　、監査役、弁護士、コンプライアンス事務局を通報先とする通報制度を構築し、体制の整備を図っております。

　　　なお、前述の「ゼリアグループ行動規範」と「コンプライアンス・スタンダード」を全面的に見直し、２００５年４月に「ゼリアグループ・コンプライ

　　アンス・スタンダード」として改訂し、現場における研修活動等を通じて、その徹底を図っております。

２．リスク管理体制について

　　　当社においては、経常的に業務遂行上想定されるリスクについては各現業部門の業務フローの中で管理可能な組織体制を構築すること

　　を基本としております。この方針に基づき、各業務フローごとに規程の制定と整備に努めております。特に医薬品企業として特有の製品の

　　品質・安全性に係る事項につきましては委員会制を敷き、品質管理委員会・安全性評価委員会における経常的な情報収集とともに、クレーム

　　・事故等の発生時にはＰＬ委員会において対処する横断的な体制としております。　

　　　なお、経営に重大な影響を与えるおそれのある事項につきましては、各規程に基づき、経営会議、常勤役員会または取締役会に付議し、

　　経営レベルでの充分な検討と対応策の決定を行う体制としております。

３．情報の保存・管理について

　　　執行部門の業務執行に係る情報につきましては、文書管理規程、機密情報管理規程、稟議規程等の社内規定によって保管責任者、保存

　　年限等を定め、これに基づいた運用を行っております。

　　　なお、取締役会、常勤役員会および経営会議の議事録につきましては、所管部が１０年間に亘り保管する体制としております。

４．グループ企業の管理について

　　　ゼリアグループは当社と関係会社１９社で構成されております。当社グループにおきましては、当社の「関係会社管理規程」において当社

　　内に関係会社担当部門を設けるとともに、新株の発行、代表取締役の選任等の重要事項については当社の承認事項としております。

　　　また、内部監査につきましても当社内部監査部門が関与する体制としております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、「ゼリアグループ・コンプライアンス・スタンダード」に「市民社会の秩序または安全に脅威を与える反社会的勢力・団体との関係を排除

するとともに、断固として対決する」ことを明文化しており、コンプライアンス研修を通じてその徹底を図っております。

　また反社会的勢力・団体からの接触に備えて対応部署を総務部とし、同部内に専門の担当者を設けております。さらに、「特殊暴力防止対策連

合会」主催の研修会への参加および所轄警察署との連携強化により、最新の情報収集に努めるとともに、社内体制の整備を図っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　買収防衛につきましては、現状特段の施策は実施しておりません。また、会社法施行規則第１１８条第３号に定める基本方針も決定しておりませ
ん。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示体制の概要】

　当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の概要は、以下の通りです。

１．会社情報の適時開示に係る体制

　　　当社は経営会議において会社情報の適時開示に係る協議を行うこととしております。取締役会・常勤役員会等の決定に係る事項あるいは

　　各部門において把握した重要事項等、適時開示の対象となる社内情報が管理本部長より随時経営会議に報告され、開示に関する検討およ

　　び開示方針の決定をしております。また、対外窓口として広報部長を情報取扱責任者として定めており、株主、投資家、その他のステークホ

　　ルダーに対して適時、適切な開示を実施しております。

　　　事業年度もしくは各四半期の決算内容の開示等の当社グループの決算に係る重要事項に関しては、各部門から集積された財務情報等を

　　基に管理本部長、経理部長、経営企画統括部長、経営管理部長、広報部長（各部担当役員を含む）をメンバーとする決算開示検討会におけ

　　る検討を経て、代表取締役に提案し、取締役会での審議を経て開示を行っております。

　　　非財務に係る重要情報に関しては取締役会・常勤役員会で決定に係る事項あるいは各部門から報告された事項について開示の要否等を

　　経営会議において判断し、適時、適切な開示を行っております。具体的な開示内容の作成は広報部長が所管し、代表取締役に提案する体

　　制としております。

２．子会社情報の適時開示に係る体制

　　　当社子会社に係る会社情報の適時開示については、子会社管理を所管する経営戦略推進部が各子会社社長と連携し、重要情報の情報

　　収集に積極的に関与し、グループ全体の適時開示体制の維持管理を行っております。また、開示を要する重要事実についてはすべて当社

　　経営会議に報告され、その検討を経て対外開示を行う体制としております。

３．適時開示に係るモニタリング体制

　　　開示内容は、すべて事前に監査役のチェックを受ける体制としております。また、経営会議の審議内容につきましても、すべて監査役に報

　　告されます。さらに「財務報告に係る内部統制」の全社的内部統制の観点から、内部統制担当チームによる整備・運用状況の評価を実施し

　　ております。
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